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　2006年の教育基本法の改正により，第 3条生涯学
習の理念「国民一人一人が，自己の人格を磨き，豊か
な人生を送ることができるよう，その生涯にわたって，
あらゆる機会に，あらゆる場所において学習すること
ができ，その成果を適切に生かすことのできる社会の
実現が図られなければならない」が新設され，生涯学
習における理念が述べられている。また，生涯学習に
関する答申として，文部科学省の中央教育審議会にお
いて，1981年答申「生涯教育について」3）が，1990年
答申「生涯学習の基盤整備について」36）が，2008年答
申「新しい時代を切り拓く生涯学習の振興方策につい
て」2）がそれぞれ発表され，「生涯にわたって行う学習
活動の促進」を行い，生涯にわたる主体的な学習活動
に取り組むことの重要性を述べている。障害児・者教
育においても生涯発達の視点に基づく成人期研究の一
つとして障害者の生涯学習の保障の検討が必要とされ
ている（松矢他2004，2008）18）19）。

　1970年に「心身障害者対策基本法」（現障害者基本
法）により障害者の学習・文化・スポーツ活動の振興
が法的に規定された。同法第25条は「国及び地方公
共団体は，心身障害者の文化的意欲を満たし，若しく
は心身障害者に文化的意欲を起こさせ，又は心身障害
者が自立的かつ積極的にレクリエーションの活動を
し，若しくはスポーツを行うことができるようにする

ため，施設，設備，その他の諸条件の整備，文化，ス
ポーツなどに関する活動の助成その他必要の施策を講
じなければならない」と述べられている。
　1981年の国際障害者年について，「障害を持つ人の
社会参加を拒むあらゆるバリアを取り除くことを呼び
かけ，同時にそれによって障害の持つ人と持たない人
が同じように生活と仕事をし，また文化的な活動へ参
加していくノーマライゼーションの考え方を日本に普
及させていくうえで大きな役割を果たした」と言及し
ている（小林，2010）12）。
　2001年の21世紀の特殊教育の在り方に関する調査
研究協力者会議（2001）答申「21世紀の特殊教育の
在り方について ─ 一人一人のニーズに応じた特別な
支援の在り方について ─（最終報告）」では「障害の
ある者が学校卒業後，地域の中で自立し，社会参加す
るためには，教育委員会が福祉関係機関や福祉団体等
と連携するとともに，学校が福祉などの関係施設と協
力して生涯に渡る学習機会の充実を図り，障害者のた
めの生涯学習を支援することが必要である」と明記さ
れ，生涯学習に関する障害者の学校卒業後の具体的な
方針が初めて示された24）。
　また，内閣府が2002年に発表した障害者基本計画の
4教育・育成において「地域における学校卒業後の学
習機会の充実のため，教育・療育機関は，関係機関と
連携して生涯学習を支援する機関としての役割を果た
す。」と明記され，生涯学習の重要性を示唆している。
また，國本（2003）によると，都道府県・政令指定都
市が策定する障害者基本計画において約75％の自治
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体が「社会教育・生涯学習」を「基盤整備」，「学習・
活動内容」，「人材」，「組織」といった内容で位置づけ
ているとしている14）。
　2008年 5 月 3 日に発効した国連・障害者権利条約
の第24条 5 項において一般の高等教育，職業訓練，
成人教育及び生涯学習へのアクセスの確保を，第30
条において文化的な生活，レクリエーション，余暇及
びスポーツの参加のための具体的措置を規定し，障害
者の成人期における生涯学習の権利保障が進められて
いる。また，こうした権利保障に加え，「主体形成」
という学習の実質的保障の側面も強調されている（國
本，2002）15）。
　従来，成人期知的障害者の生涯学習支援について，
教育分野においては，社会教育行政が実施する障害者
青年学級，特別支援学校が実施するアフターケアの一
環としての青年学級・同窓会，大学機関が実施する
オープンカレッジの取り組みが報告されている。

　障害者青年学級は1964年に東京都墨田区に特別支援
学級卒業生のアフターケアの場として設置されたのが始
まりであった（小林，2002）11）。その展開について津田
（2000）は東京都，埼玉県など大都市を中心に1990年代
に至るまで社会教育事業として障害者青年学級の数は
増え続けていたが，1980年代頃から，社会福祉協議会
やボランティア団体等が運営する同種の事業が，様々
な形態で全国的に展開するようになり，障害者青年学
級は社会教育事業の枠を越えるようになったと報告し
ている35）。
　津田（2000）は当時の設立背景について，「心障学級
（現特別支援学級）の担任らの考え方としては，中学校
までの短期間に知的障害のある人たちの教育を終えて
しまうのには無理があるのであって，卒業後の就職，
結婚を一貫した生活全般に対する総合的なサービスを
先取りする必要があるという意味が大きかった」と報
告している35）。そして，初期の“ねらい”として①社
会生活で必要な技能の修得，②余暇の善用，③社会常
識の獲得，④社会生活で当面する問題の解決を挙げて
いる（墨田区，墨田区教育委員会，1964）32）。この中，特
に「社会生活で必要な技能の修得」において，知的障
害のある人たちの生活全般に関与するアフターケアの
側面が積極的に意図されていることが分かる。つまり，
障害者青年学級の設立背景に知的障害者の日常生活・
社会生活で必要な技能や技術の獲得という“ねらい”
が大きかったことがうかがえる。そして，1970年に制
定された「心身障害者対策基本法」（現障害者基本法）

を受け，“ねらい”の中に本人の趣味を充実，つまり
余暇支援が新たに加わってきたと考えられる。1979年
における「すみだ教室」の“ねらい”として，①日常
生活に必要な教科的学習，②人格形成を豊かにする文
化，スポーツ活動，③集団での生活とその中での喜び
を見出せる活動を挙げている（墨田区，墨田区教育委
員会，1979）31）。この時期の障害者青年学級の“ねらい”
は初期の生活全般に関与する「日常生活や社会生活に
必要な技能や技術の獲得」というよりも，教養や趣味
を充実させる場として捉えるようになってきたと示し
ている（津田，2000）35）。これらの背景には1979年から
の養護学校（現特別支援学校）の義務制が大きく関係
していることが考えられる。さらに，1980年代頃から，
ノーマライゼーションの考え方の影響を受け，障害者
青年学級の“ねらい”の中，新たに「障害者」と「健
常者」の交流によって，地域における相互理解を図る
ことが挙げられるようになってきた（平林，1986）4）。
つまり，ノーマライゼーションの考え方を受け，障害
者青年学級の“ねらい”の中に，障害者と健常者の交
流が加わるようになったことが示唆された。

　特別支援学校は1979年に義務制が施行され，それ
まで就学猶予の措置がとられていた多くの重度・重複
障害児も就学できるようになった。そして，高等部卒
業生を対象にアフターケアの必要性が訴えられ，その
一環として青年学級・同窓会の取り組みが始まった
（障害のある人の生涯学習に関する研究会，2003）33）。
しかし，当時のアフターケアの保障の意味合いは障害
者青年学級の初期の意味合いと異なることが考えられ
る。それは，障害者青年学級は中学校までの短期間に
知的障害者の教育を終えてしまうと日常生活や社会生
活に必要な基本的な技能や技術を身に付けず学校を卒
業することになるため，技能や技術の獲得が大きな課
題とされている。一方，高等部を卒業した生徒はある
程度基本的な日常生活や社会生活に関する技能や技術
を身に付け，学校を卒業することになる。そのとき，
本人の友人関係，趣味や余暇の利用が大きな課題とし
て挙げられている（宮本他，1996）22）。つまり，このよ
うな背景より青年学級・同窓会の“ねらい”としては，
日常生活に関わる技能・技術の習得というよりも卒業
生に対する余暇支援が大きいことがうかがえる。

　オープンカレッジは，1995年に東京学芸大学で養
護学校（現特別支援学校）の卒業生のニーズに対応し
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た継続教育の機会として障害のある人々の自己理解
（主体性の確立）と社会参加を支援することを“ねらい”
として，知的障害者を対象に大学公開講座（2006年
度よりオープンカレッジと名称を変更）が開講された
のが始まりであった（松矢，2004）17）。その後，1998
年に，関西地方を中心に，知的障害者の「教育権，発
達権，大学の地域への貢献」という共通理念のもと，
「オープン・カレッジ」の取り組みが始まった。建部
（2001）は大学機関と福祉施設の連携による「飛び出
せ！ オープン・カレッジ」と称する活動により，全
国に広がっていたと示している34）。
　建部他（2001）は，「オープン・カレッジ」の設立で，
「教育権・発達権」が含まれた背景について，「障害
児・者を含めて『すべて』の人に対する普遍的な教育
の保障に関して，国連，ユネスコ，国際労働期間（ILO）
などの宣言，勧告・条約が採択された」ものの，「日
本におけるすべての人を対象にした普遍的教育に対す
る積極的施策が遅れている。特に，知的障害者に対す
る教育の場の開設について，義務教育学校に加え，高
等部，高等部特別支援学校専攻科などがあるが，特別
支援学校高等部卒業以降の進学先は教育分野で非常に
限られている現状である」と示している34）。これらよ
り，オープンカレッジの設立背景には，高等教育機関
での成人期知的障害者の学びの場や機会を保障する意
味合いが大きいことがうかがえる。

　これらの成人期知的障害者に対する生涯学習支援の
取り組みはそれぞれ設立年代や背景が違うため，異
なった“ねらい”のもとに実施されていることが推測
される。宮本（1990）は特別支援学校の青年学級につ
いて「親睦」や「生活向上」を“ねらい”とし，同窓
会的性格，アフターケアに重点を置かれ，障害者青年
学級は「社会適応」を“ねらい”とし，自立という方
向で生涯学習の色彩が強いと報告している21）。また，
松矢（1993）は特別支援学校の青年学級・同窓会，社
会教育行政による障害者青年学級，福祉局による青年
学級の“ねらい”に関する調査検討20）があるものの，
教育分野に絞った 3者（障害者青年学級，特別支援学
校の青年学級・同窓会，オープンカレッジ）の“ねら
い”について比較し，その背景を明らかにした研究が
まだ行われていない。
　そこで，本研究では成人期知的障害者の生涯学習支
援の“ねらい”に関して，教育分野における 3実施主体
（障害者青年学級，特別支援学校の青年学級・同窓会，
オープンカレッジ）への実態調査を通して，3実施主

体の“ねらい”の特徴を明らかにすることを目的とする。
　そのため本研究では，研究Ⅰでは先行文献を基に，
成人期知的障害者の生涯学習支援の“ねらい”につい
て，①“ねらい”の抽出及び②重点度の順位につい
て明らかにする。なお，“ねらい”の抽出に関しては，
先行文献より，教育分野における 3実施主体に対し
て，以下のような予測を導いた。
予測①　障害者青年学級は「日常生活や社会生活に必

要な技能や技術の獲得」，「仲間づくり，趣味・余
暇の充実」，「障害者と健常者の交流」，「学習権の
保障」が挙げられてくるだろう。

予測②　特別支援学校の青年学級・同窓会は「仲間づ
くり，趣味・余暇の充実」，「障害者と健常者の交
流」，「学習権の保障」，「アフターケアの場の保
障」が挙げられてくるだろう。

予測③　オープンカレッジは「教育権と発達権の保
障」，そして「大学の地域貢献」，「障害者と健常
者の交流」が挙げられてくるだろう。

　研究Ⅱでは，3実施主体（障害者青年学級，特別支
援学校の青年学級・同窓会，オープンカレッジ）を対
象に“ねらい”と学習者の実態に関する実態調査を行
い，3実施主体の“ねらい”の特徴を明らかにする。

　先行文献を基に，成人期知的障害者の生涯学習支援
の“ねらい”を分類し，3実施主体（障害者青年学級，特
別支援学校（青年学級・同窓会），オープンカレッジ）
の“ねらい”について，①“ねらい”の抽出及び②重点
度の違いについて明らかにすることを目的とする。

　障害児教育関連の主要な学会である日本特殊教育学
会の日本特殊教育学会発表論文集（「日本特殊教育学
会」準備委員会）や障害者問題研究（全国障害者問題
研究会），社会教育に関連する月刊社会教育（「月刊社
会教育」編集委員会），社会教育（全日本社会教育連
合会），日本の社会教育（日本社会教育学会），各大学
が発行している大学紀要と研究報告書に掲載されてい
る成人期知的障害者の生涯学習支援に関する「事例研
究」及び「調査報告」，さらに『オープン・カレッジ
研究』（全国オープン・カレッジ研究協議会）である。
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「事例研究」と「調査報告」については日本発達障害
学会が発行している「発達障害研究」の論文投稿マ
ニュアルの「論文種別」を参考にした。
　抽出したキーワードは，知的障害者を対象とした論
文のうち，論文表題に「アフターケア，青年学級・同窓
会」，「障害者青年学級」，「大学公開講座」，「オープンカ
レッジ」，「社会教育」，「生涯学習」等を含むものとした。

　成人期知的障害者の生涯学習支援である障害者青年
学級「すみだ教室」が開設されたのが1964年であるこ
とを参考にし（小林，1995）13），調査対象期間を1964
年～ 2011年までとした。

　これらの先行文献計162件において知的障害者の生
涯学習支援の“ねらい”について言及されていたのが
46件であった。そこで，この46件の文献を対象とし
分類を行うものとする。3実施主体の具体的な件数に
ついては表 1に表す。また，3実施主体の事例数を表
2に表す。

　先行文献より，成人期知的障害者の生涯学習支援の
“ねらい”に関する記述を概観し，分類を行う。
　津田（2000）は障害者青年学級の“ねらい”につい
て，以下の 5項目に整理している35）。①学校教育の補
足，②生活課題の発見と解決，③生活の場，関心や趣
味の拡張，④人間形成，⑤福祉教育である。
　松矢（1993）は全国の特別支援学校，都道府県教育
委員会，福祉局を対象に，青年学級の実践の“ねらい”
に関して調査を行っている20）。“ねらい”について用
いた項目は，①仲間づくり・交流，②障害者と健常者
の交流，③実生活に必要な知識を身に付ける，④一般

常識を身に付ける，⑤余暇の活動，⑥身辺自立の援助
である。
　小林（2010）は，障害を持つ人の学習文化保障の動向
について全国の市町村を対象に調査を行っている12）。
調査では実施事業の“ねらい”について聞いている。
具体的な項目として，①交流と仲間づくり，②自立生
活に必要な知識や技術の習得，③自己表現やコミュニ
ケーションの支援，④職業技術の習得や就職の支援，
⑤生きがいや自己実現，⑥体力と健康づくりが挙げら
れている。
　宮本（1990）は，東京都における青年学級につい
て，都の教育委員会と区・市の教育委員会を対象に調
査を行っている21）。青年学級の“ねらい”として用い
た項目は，①仲間づくり，②社会への適応・生活の向
上，③余暇利用，④卒業生の動向を知る，⑤職場での
問題についての相談活動，⑥同窓会の連絡，⑦教養・
基礎学力等の学習，⑧自立心の育成，⑨体力づくり，
⑩障害者問題の理解を広げるからなる。
　建部他（2001）は，オープンカレッジの理念とし
て，①教育権の保障，②発達の保障，③大学の地域へ
の貢献を提唱している34）。
　今枝他（2010）はオープンカレッジ東京の“ねらい”
として，①教育権保障，②発達保障，③地域社会に対
する大学や専門学校，社会福祉施設等の貢献，④地域
ネットワークの構築を挙げている6）。
　これらの先行文献に基づき，10項目に分類した。こ
れらを表 3に表す。

　実践の“ねらい”の10項目を基準とし，障害者青
年学級，特別支援学校の青年学級・同窓会，オープン
カレッジに関する先行文献において，それぞれの研究
者が記述している「ねらい（目的）」に当たるものを
抽出する。

　先行文献で記述されている“ねらい”に関する項目
を実施主体別に集計，項目ごとの割合を分析し，重点
度の順位を見る。

　知的障害者の生涯学習支援の“ねらい”に関する10
項目に基づき，障害者青年学級，特別支援学校（青年
学級・同窓会），オープンカレッジに関する先行文献
において，それぞれの研究者が記述していた「ねらい
（目的）」に当たるものを抽出した。結果を表 4に表す。
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　表より，障害者青年学級の“ねらい”について「生
活体験の交流や仲間づくり，余暇支援」，「日常生活や
社会生活に必要な技術の獲得や支援」，「コミュニケー
ション技術の獲得や支援」，「就職に関する技術の獲得
や支援」，「健康の促進や体づくり」，「学習権・発達権
などの権利保障」，「障害者と健常者の交流」という 7
個が，特別支援学校については，障害者青年学級の

“ねらい”に「卒業後のアフターケアの場の保障」を
加えて，計 8個が，オープンカレッジについては「生
活体験の交流や仲間づくり，余暇支援」，「日常生活や
社会生活に必要な技術の獲得や支援」，「学習権・発達
権などの権利保障」，「障害者と健常者の交流」，「大学
の地域貢献」，「連携・ネットワークの構築」の 6個
が，それぞれ抽出された。
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　先行文献で記述された“ねらい”に関する項目を実
施主体別に集計した。表 5に表す。またそれを基に，
“ねらい”に関する10項目別と 3実施主体における重
点度の順位を割合で示した。結果を図 1に示す。
　図より，先行文献における“ねらい”の割合からみ
ると，「学習権・発達権などの権利保障」（32.8％）が
最も高く，次に「生活体験の交流や仲間づくり，余暇
支援」（21％），「日常生活や社会生活に必要な技術の獲
得や支援」（17.7％），「障害者と健常者の交流」（8.1％），
「大学の地域貢献」（5.4％），「就職に関する技術の獲
得や支援」（4.8％），「コミュニケーション技術の獲得
や支援」（4.3％），「健康の促進や体づくり」（3.8％），
「卒業後のアフターケアの場の保障」（1.6％），「連携・
ネットワークの構築」（0.5％）の順に多かった。

　表 5より実施主体別に見ると，障害者青年学級は，
「生活体験の交流や仲間づくり，余暇支援」（30件：
25％）が最も高く，次に「日常生活や社会生活に必要
な技術の獲得や支援」（27件：20.4％），「学習権・発
達権などの権利保障」（22件：8.3％）の順に多かっ
た。特別支援学校は，「生活体験の交流や仲間づくり，
余暇支援」（8件：29.6％），「日常生活や社会生活に
必要な技術の獲得や支援」（5件：18.5％），「学習権・
発達権などの権利保障」（4件：14.8％），「障害者と
健常者の交流」と「卒業後のアフターケアの場の保
障」（3件：11.1％）の順に多かった。オープンカ

レッジは「学習権・発達権などの権利保障」（35件：
68.6％），「大学の地域貢献」（10件：19.6％），「障害
者と健常者の交流」（3件：5.9％）の順に多かった。

　ここでは 3実施主体に分けて，①ねらいの抽出，②
重点度の順位について記述するものとする。

　障害者青年学級は 7個の“ねらい”が抽出され，予
測より多い結果となったが，「日常生活や社会生活に
必要な技術の獲得や支援」，「生活体験の交流や仲間づ
くり，余暇支援」，「学習権・発達権などの権利保障」，
「障害者と健常者の交流」の 4個が含まれていたため，
予測 1が確認されたと言える。また，先行文献では
「生活体験の交流や仲間づくり，余暇支援」が最も多
かったことから卒業後の余暇支援に重点を置くように
なっていることが考えられる。さらなる実態調査の必
要性がうかがえる。
　また，「就労に関する技術の獲得や支援」について
「就労の継続」，「就労先の問題解決」，「就労に関する技
術の獲得」，「職業的自立」，「働く力の獲得」，「卒業後
の進路問題」，「職業技能の獲得」等が様々な研究者に
より報告されている（酒匂，199929）；大南2001，200226）27）；
川郎，198110）；柴田，199330）；梅木，197938）；工藤，200316））。
　予測では挙げられなかった「コミュニケーション技
術の獲得や支援」，「健康の促進や体づくり」の 2個に
ついては知的障害者の障害特性に応じた課題によるも
のだと考えられる。小林（2010）は，「障害を持つ人の
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地域での自立の問題を考える上でコミュニケーション
の力が決定的に重要であり，それを身に付けるための
学習が不可欠である」と指摘している12）。具体的な研
究を挙げると，「表現の力が育つ」，「人間関係づくり
を目指す」，「自己表現や自己要求が育つ」，「表現の方
法の追求」，「人間関係を深め，人間の在り方を学ぶ」，
「人間関係を築く」が報告されている（酒匂，1999 29）；
大南2001，2002 26）27）；石川，1985 7）；柴田，1993 30）；
加藤，1993 8）；津田，1996 37））。「健康の促進や体力づ
くり」については具体的には「健康づくり」，「体力づ
くり」，「体力の増強」，「健康の保持・体力の増強」
（酒匂，1999 29）；大南2001，2002 26）27）；加藤，1993 8）；
津田，1996 37）；加藤，1987 9））が挙げられている。

　特別支援学校の青年学級・同窓会は 8個の“ねら
い”が抽出され，予測より多い結果となった。「生活
体験の交流や仲間づくり，余暇支援」，「学習権・発達
権などの権利保障」，「障害者と健常者の交流」，「卒業
後のアフターケアの場の保障」の 4個が含まれていた
ため，予測 2が確認されたと言える。また先行文献で
は，「生活体験の交流や仲間づくり，余暇支援」が最
も多かったことから，当時の青年学級・同窓会の設立
背景として卒業生の余暇生活の充実の必要性が反映さ
れていることが考えられる。
　また，「就職に関する技術の獲得や支援」について
大井（1985）は特別支援学校の義務制が実施され，卒
業生の進路状況が変化したとしている25）。具体的に無
職者，就職，離職，転職，再就職の問題が徴増し，学
校卒業後の対応が一層重要になっていると報告してい
る。他の研究では具体的な対応として相談活動が挙げ
られ，職場での問題，転職・離職・再就職の問題への
対応などが示されている（宮本，1990）21）。
　特別支援学校の青年学級・同窓会の“ねらい”の中
で予測では挙げられなかった，「コミュニケーション技
術の獲得や支援」，「健康の促進や体づくり」について
も障害特性が関係していると考えられる。「コミュニ
ケーション技術の獲得や支援」については「自己表現
能力の育成」が挙げられている（安東，2010）1）。これ
は東京学芸大学附属特別支援学校の「若竹ミュージカ
ル」の事例報告である。「健康の促進や体づくり」に
ついては「体力づくり」が報告されている（宮本，
1990）21）。

　オープンカレッジは 6個の“ねらい”が抽出され，

予測より多い結果となったが，「学習権・発達権などの
権利保障」，「大学の地域貢献」，「障害者と健常者の交
流」の 3個が含まれていたため，予測 3が確認された
と言える。また，先行研究では「学習権・発達権の権
利保障」が最も多かったことより，当時の設立背景と
して知的障害者に対する高等教育の保障が考えられる。
　また，先行文献ではオープンカレッジの“ねらい”
として，「生活体験の交流や仲間づくり，余暇支援」，
「日常生活や社会生活に必要な技術の獲得や支援」が
挙げられた。建部他（2001）はオープンカレッジの展
開について大学機関と福祉施設の連携による「飛び出
せ！ オープン・カレッジ」と称する活動により，全国
に広がっていたと示している。また，オープンカレッ
ジの運営主体に関する調査研究によると大学が主体に
なるところは多いが，近年より法人が運営していると
ころも見られるようになったと報告している（烏雲
他，2012）28）。これらより運営主体の多様性が関連し
ていると考えられる。また，「連携・ネットワークの
構築」について今枝他（2010）は「オープンカレッジ
東京」の“ねらい”として挙げている6）。これより
「オープンカレッジ東京」の特徴的な“ねらい”であ
ることが考えられる。
　今後の課題として，これら“ねらい”に関する分析
はあくまでも先行文献からの分析であるため，実態調
査を行い，現状を把握する必要があると考えられる。
　本研究より明らかになった成人期知的障害者の生涯
学習支援の10個の“ねらい”のうち，3実施主体（障
害者青年学級，特別支援学校，オープンカレッジ）の
うち，2実施主体が共通に“ねらい”としているもの
を抽出し，それらを調査項目として研究Ⅱで実態調査
を行う。“ねらい”の調査項目となるのは，①生活体
験の交流や仲間づくり，余暇支援，②日常生活や社会
生活に必要な技術の獲得や支援，③コミュニケーショ
ン技術の獲得や支援，④就職に関する技術の獲得や支
援，⑤健康の促進や体づくり，⑥学習権・発達権など
の権利保障，⑦障害者と健常者の交流である。これら
は「成人期知的障害者の生涯学習支援の“ねらい”」
であると言える。

　本研究では，3実施主体（障害者青年学級，特別支
援学校の青年学級・同窓会，オープンカレッジ）を対
象に，研究Ⅰより作成した 7個の「成人期知的障害者
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の生涯学習支援の“ねらい”」及び学習者の実態（主
なライフステージ，知的障害程度，生活上の困難）に
関する調査を行う。調査より，3実施主体の“ねらい”
の特徴を明らかにすることを目的とする。

　東京都及び政令指定都市を持つ14都道府県の区市
町村の教育委員会が運営する障害者青年学級54 ヵ所，
全国の知的障害部門を持つ特別支援学校638 ヵ所，ま
たオープンカレッジについて成人期知的障害者を対象
としたオープンカレッジという名称を持つ大学講座，
全国15 ヵ所を対象とした。

　調査時期は平成23年 6 月であった。調査方法は郵
送による質問紙の送付，質問紙の回収により行った。

　調査用紙は研究Ⅰにおいて分類した 7個の「成人期
知的障害者の生涯学習支援の“ねらい”」とその他及
び学習者の実態（ライフステージ，知的障害程度，生
活上の困難）からなる。具体的に以下のように示す。
実践の“ねらい”に関して①生活の交流や仲間づくり，
余暇支援，②日常生活や社会生活に必要な技術の獲得
や支援，③コミュニケーション技術の獲得や支援，④
就職に関する技術の獲得や支援，⑤健康の促進や体づ
くり，⑥学習権・発達権などの権利保障，⑦障害者と
健常者の交流，⑧「その他」からなる。また学習者の
生活上の困難に関して①行動の問題，②対人関係，③
不調・不適応の問題，④健康問題，⑤加齢，⑥余暇利
用，⑦将来の見通し，⑧「その他」からなる。学習者
の生活上の困難に関する項目は「発達障害者の退行・
早期老化の予防・ケア支援システム構築」（社団法
人 日本発達障害福祉連名，2007）39）を参考に作成した。

　“ねらい”については主なものについて 3個選択し
てもらうものとした。ライフステージについては「多
くの受講生の年齢層」として，10代から50代以上ま
で問う。知的障害程度については「多くの受講生の知
的障害程度」として，「比較的軽度」，「比較的重度」，
「軽度～重度まで」の選択肢を配置した。生活上の困
難については当てはまるものを 3個まで選択してもら
うものとした。

　回答が得られたのは障害者青年学級36ヵ所（66.7％），
知的障害部門を持つ特別支援学校386ヵ所（回収率
60.5％），オープンカレッジ11 ヵ所（回収率73.3％）

であった。

　記入に不備のなかった調査表において，① 3実施主
体の“ねらい”における統計的比較，②学習者の実態
（ライフステージ，知的障害程度，生活上の困難）の
統計的比較，③“ねらい”と学習者の生活上の困難と
の関係について検討する。

　オープンカレッジの“ねらい”の特徴を見るため，そ
の他も含めた 8項目を 3実施主体間でx2検定を用いて
比較した結果，有意な差が見られた（x2 14 =149.70, 
p< .01）。残差分析の結果より，他の 2実施主体と比
べ，オープンカレッジは「学習権・発達権などの権利
保障」，「障害者と健常者の交流」が，障害者青年学級
は「障害者と健常者の交流」，「学習権・発達権の保
障」が，特別支援学校では「生活の交流や仲間づく
り・余暇支援」が，それぞれ 1%水準で有意に高かっ
た。また，障害者青年学級では「日常生活や社会生活
に必要な技術の獲得や支援」が，特別支援学校では
「健康の促進や体づくり」，「就職に関する技術の獲得
や支援」が，それぞれ 5%水準で有意に高かった。

　主なライフステージとして 5項目（10代，20代，30
代，40代，50代以上）を用いて，x2検定で比較した結
果，有意な差が認められた（x2 8 =50.61, p< .01）。残
差分析の結果，他の 2実施主体と比べ，オープンカレッ
ジでは20代が 5％水準で有意に高かった。障害者青年
学級では30代，40代，50代以上が 1％水準で有意に高
く，幅広い年齢層が参加していた。また特別支援学校
では18歳から20歳までが1％水準で有意に高かった。
これら学習者のライフステージの割合を図 2に示す。
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　知的障害程度について 3項目（比較的軽度，比較的
重度，軽度～重度）を用いて，x2検定で比較した結果，
有意な差が認められなかった。これら主な知的障害程
度の割合を図 3に示す。
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　図より，3者とも「軽度知的障害者から重度知的障
害者まで幅広い」という割合が最も高かった。その
中，障害者青年学級の学習者は軽度知的障害者が比較
的に多い結果となった。
　学習者の生活上の困難に関する 7項目（①行動の問
題，②対人関係，③不調・不適応行動，④健康問題，
⑤加齢，⑥余暇利用，⑦将来の見通し）を用いて，x2検
定で比較した結果，有意な差が認められた（x2 14 =

45.60, p< .01）。障害者青年学級において，「加齢」が
1％水準，「将来の見通し」が 5％水準で有意に高く，
特別支援学校は「対人関係」と「不調・不適応」が
5％水準で有意に高かった。これら学習者の生活上の
困難の割合を図 4に示す。
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　図より，オープンカレッジにおいて「余暇利用」（38%）
が最も高く，次に「対人関係」（19%）が挙げられてい
る。3者間で統計的な有意な差が認められなかったが，
割合上 3者とも「余暇利用」が学習者にとって最も高
い生活上の困難であることが分かった。

　実践の“ねらい”の違いが学習者の「生活上の困
難」と関係していることが予測される。そのため，実
践の“ねらい”と学習者の生活上の困難との関係を見
るために，3実施主体ごとで 7個の“ねらい”と生活
上の困難の数を算出し，x2検定によって関係を見た。
オープンカレッジでは「健康の問題」，「加齢」に関す
る回答がなかったため分析から削除した。分析の結
果，どの実施主体においても有意な差は見られなかっ
た（障害者青年学級：x2 30 =12.8, n.s. 特別支援学校：
x2 30 =11.6, n.s. オープンカレッジ：x2 20 =7.5, n.s.）。

　本研究では，3実施主体の“ねらい”の特徴を明ら
かにすることを目的とした。まず，学習者の「主なラ
イフステージ」や「知的障害程度」や「生活上の困
難」から 3実施主体の“ねらい”の特徴を，次に“ね
らい”と学習者の生活上の困難との関係について考察
する。

　障害者青年学級は「障害者と健常者の交流」，「学習
権と発達権などの権利保障」と「日常生活や社会生活
に必要な技術の獲得や支援」が，他の“ねらい”と比
べ統計的に有意に多かった。これに関して研究 1とほ
ぼ同じ結果と言えるが，「生活体験の交流や仲間づく
り，余暇支援」において有意な差が見られなかった。
また学習者の主なライフステージは30代，40代，50
代以上が統計的に有意に多く，幅広い年齢層が参加し
ていることが分かる。知的障害程度においては軽度知
的障害者から重度知的障害者まで幅広く参加し，特に
軽度知的障害者の割合が 3者間で最も高い結果となっ
た。さらに学習者の生活上の困難について「加齢」と
「将来の見通し」が統計的に有意な差があり，割合上
は「余暇利用」が挙げられている。
　障害者青年学級は1964年に東京都墨田区に当時の特
殊教育（現特別支援学校）卒業生のアフターケアの場
として設置されたのが始まりであった（小林，2002）11）。
また知的障害者の「社会教育事業」として最も制度化
が進んでいるとしている（永澤，2003）23）。つまり障
害者青年学級の成立年が最も古いため，参加している
学習者のライフステージが幅広くなり，またそれが
「加齢」の問題を引き起こしていることが考えられる。
　大南（2001）26）の障害者青年学級に関する一連の調
査研究においても課題として学習者の「高齢化」，「知
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的障害程度の幅の大きさ」が挙げられ，それの対応策
として年齢差によるグループ編成，活動内容等の工夫
が挙げられている。

　特別支援学校は「生活の交流や仲間づくり，余暇支
援」，「健康の促進や体づくり」，「就職に関する技術の
獲得や支援」が，他の“ねらい”と比べ統計的に有意
に高かった。研究Ⅰでは「日常生活や社会生活に必要
な技術の獲得や支援」と「学習権と発達権などの権利
保障」が割合上高かったため，文献研究は実態と差異
があることが明らかとなった。また学習者の主なライ
フステージは10代が，統計的に有意に多かった。つ
まり学校卒業後，数年間のアフターケアの支援を受け
るに留まっていることが予測される。知的障害程度に
ついて軽度知的障害者から重度知的障害者まで幅広く
参加していることが分かった。また生活上の困難に関
して「対人関係」や「不調・不適応」が統計的に有意
に多く，「余暇利用」は割合上に最も高かった。
　大南（2002）の特別支援学校の青年学級・同窓会に
おける調査では，「学級生の固定化」と「対人関係」
の問題が課題とされ，具体的に職場でのトラブルが挙
げられている27）。それに対する具体策として相談窓口
などが報告されている。
　廣森（2007）は特別支援学校が主催する青年学級の
特徴について地域の学習活動（オープンカレッジが含
む）と比較しながら言及している5）。この中，知的障
害程度において特別支援学校の青年学級は比較的に重
度知的障害者が，地域の学習活動には比較的に軽度知
的障害者が参加していると指摘している。

　オープンカレッジは「学習権・発達権などの権利保
障」と「障害者と健常者の交流」が，他の“ねらい”
と比べ統計的に有意に高かった。これに関して研究Ⅰ
とほぼ同じ結果となった。また学習者の主なライフス
テージは20代が有意に高く，知的障害程度について
軽度知的障害者から重度知的障害者まで幅広く参加し
ていることが分かった。また学習者の生活上の困難と
して「余暇利用」が最も高く，次は「対人関係」の困
難が挙げられている。オープンカレッジは主に特別支
援学校を卒業した成人を対象としていることが考えら
れる。

　実践の“ねらい”と学習者の生活上の困難との関係
をみるために 3実施主体で“ねらい”ごとに学習者の
生活上の困難数を算出し分析したが，有意な差は見ら

れなかった。本調査は実践の“ねらい”を聞いたもの
であり，活動一つ一つの目的を聞いたものではない。
学習者の生活上の困難が実践の“ねらい”と関係して
いるというよりも学習活動の目的と関係し反映されて
いることが考えられる。そこで，学習活動の目的と学
習者の生活上の困難との関係について更なる調査検討
が必要である。また本研究では実施主体の“ねらい”
の特徴が主に社会的な背景要因と関係していることが
明らかとなったが，さらに学習活動の内容と関係して
いることが考えられる。これから，さらなる実態調査
と詳細な検討が必要である。

　本研究では成人期知的障害者の生涯学習支援の“ね
らい”に関して，教育分野における 3実施主体（障害
者青年学級，特別支援学校の青年学級・同窓会，オー
プンカレッジ）への実態調査を通して，3実施主体の
“ねらい”の特徴を明らかにすることを目的とする。
　研究Ⅰでは先行研究を基に，成人期知的障害者の生
涯学習支援における実践の“ねらい”を，「生活体験
の交流や仲間づくり，余暇支援」，「日常生活や社会生
活に必要な技術の獲得や支援」，「コミュニケーション
技術の獲得や支援」，「就職に関する技術の獲得や支
援」，「健康の促進や体づくり」，「学習権・発達権など
の権利保障」，「障害者と健常者の交流」，「卒業後のア
フターケアの場の保障」，「大学の地域貢献」，「連携・
ネットワークの構築」と10個に分類した。そして，
実施主体（障害者青年学級，特別支援学校（青年学
級・同窓会），オープンカレッジ）別の実践の“ねら
い”とその重点度の順位を明らかにした。障害者青年
学級は 7個の“ねらい”が，特別支援学校（青年学
級・同窓会）は 8個の“ねらい”が，オープンカレッ
ジは 6個の“ねらい”がそれぞれ抽出された。また，
重点度から見ると障害者青年学級は，「生活体験の交
流や仲間づくり，余暇支援」が最も高く，次に「日常
生活や社会生活に必要な技術の獲得や支援」，「学習
権・発達権などの権利保障」の順に多かった。特別支
援学校は，「生活体験の交流や仲間づくり，余暇支援」
が最も高く，次に「日常生活や社会生活に必要な技術
の獲得や支援」，「学習権・発達権などの権利保障」の
順に多かった。オープンカレッジは「学習権・発達権
などの権利保障」が最も高く，「大学の地域貢献」，
「障害者と健常者の交流」の順に多かった。
　研究Ⅱでは障害者青年学級，特別支援学校，オープ
ンカレッジを対象に，3実施主体（障害者青年学級，
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特別支援学校，オープンカレッジ）を対象に“ねら
い”について実態調査を行った。そこで，3実施主体
の“ねらい”の特徴を学習者の実態より明らかにし，
また実践の“ねらい”と学習者の生活上の困難との関
係について分析を行った。障害者青年学級は他の実施
主体と比べ，「障害者と健常者の交流」，「学習権・発
達権の保障」，「日常生活や社会生活に必要な技術の獲
得や支援」が，学習者の主なライフステージは30代，
40代，50代以上が，生活上の困難は「健康の問題」，
「加齢」がそれぞれ統計的に有意に高かった。特別支
援学校は他の実施主体と比べ，「生活の交流や仲間づ
くり・余暇支援」，「健康の促進や体づくり」，「就職に
関する技術の獲得や支援」が，学習者の主なライフス
テージは10代が，生活上の困難は「対人関係」や
「不調・不適応」が統計的に有意に高かった。オープ
ンカレッジは他の実施主体と比べ，「学習権・発達権
などの権利保障」と「障害者と健常者の交流」が，学
習者の主なライフステージは20代がそれぞれ統計的
に有意に高かった。また 3実施主体において共通して
学習者の知的障害程度は軽度から重度まで幅広く，学
習者の生活上の困難は「余暇利用」が割合上最も高
かった。一方，実践の“ねらい”の違いと学習者の生
活上の困難との関係について有意な差は見られなかっ
た。
　今後の課題として成人期知的障害者の生涯学習支援
の“ねらい”と学習内容との関係について更なる実態
調査の必要性がうかがえる。
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成人期知的障害者の生涯学習支援の“ねらい”に関する研究

── 障害者青年学級・特別支援学校（青年学級・同窓会）・
オープンカレッジにおける実態調査を通して ──

The objective of lifelong learning support for Adults with intellectual disabilities

── Through of research direction about Special Schools and Adult Classes and Open Colleges ──

烏雲畢力格＊・今枝　史雄＊＊・菅野　敦＊＊＊

OYONBLEG, Fumio IMAEDA and Atsushi KANNO

教育実践研究支援センター

 The purpose of present study is to characterize the objective of lifelong learning supports which is held by Special Schools, 

Adult Classes and Open Colleges. And this kind of supports are especially designed for adults with intellectual disabilities . 

 In the first research, the object of lifelong learning supports is extracted from the bibliographical sources, and ranked 

according to the importance. As an issue, it was to need clarified  the objective of Adult Classes and Open College and 

Special Schools to through of the investigation into the actual conditions  .

 In second research, with investigation on special schools, Adult Classes and Open colleges, we found that the objective of 

these supports are far from being able to solve the difficulties exhibited by adults with intellectual disabilities. The finding 

suggests that the objective of lifelong learning supports should be reflected in these activities. 

  Adults with intellectual disabilities, objective of lifelong learning support, Adult Classes of people with 

disabilities, Open College, Special needs Schools

Department of Center for the Research and Support of Education Practice, Tokyo Gakugei University, 4-1-1 Nukuikita-machi, 

Koganei-shi, Tokyo 184-8501, Japan

　本研究では成人期知的障害者の生涯学習支援における障害者青年学級，特別支援学校（青年学級・同
窓会），オープンカレッジの“ねらい”の特徴を明らかにするために，まず先行研究を基に成人期知的障害者
の生涯学習支援の“ねらい”を分類し，そしてそれらを基に，障害者青年学級，特別支援学校，オープンカ
レッジを対象に実態調査を行った。3実施主体の“ねらい”の特徴を学習者の実態より，また実践の“ねらい”
と学習者の生活上の困難との関係を明らかにした。
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　研究Ⅰでは文献研究を基に成人期知的障害者の生涯学習支援の実践の“ねらい”を10個に分類した。そし
て，障害者青年学級，特別支援学校，オープンカレッジ別に見てみたところ，実施主体別の“ねらい”とその
重点度の順位が異なることが明らかとなった。課題として障害者青年学級，特別支援学校，オープンカレッジ
における“ねらい”の特徴を明確にする実態調査の必要性がうかがえる。
　研究Ⅱでは，研究Ⅰより作成した「成人期知的障害者の生涯学習支援の実践の“ねらい”に関する調査」を
用い，障害者青年学級，特別支援学校，オープンカレッジを対象に実態調査を行った。その結果，学習者の実
態より 3実施主体の“ねらい”の特徴及び実践の“ねらい”と学習者の生活上の困難との関係が見られなかっ
たことが明らかとなった。
　今後の課題として 3実施主体の実践の“ねらい”が学習内容に反映されていることが考えられる。実践の
“ねらい”と活動内容との関係を明らかにするために，さらなる実態調査の必要性がうかがえる。

  知的障害者，生涯学習支援のねらい，障害者青年学級，特別支援学校（青年学級・同窓会），
オープンカレッジ
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